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2019 年５月１日 
 

内部統制システム構築の基本方針 
 
 
1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(1) 法令遵守はもとより、社会規範を尊重し、良識と責任をもって企業活動を行うため、「丹青社グ
ループ行動基準」を定め、当社ならびに各グループ会社の取締役および使用人はこれに従う。 

(2) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制につ
いては、「コンプライアンス基本規程」に従うものとし、代表取締役が当社および各グループ会
社におけるコンプライアンス・プログラム遂行の最終的な権限と責任を有し、コンプライアンス
担当取締役が代表取締役を補佐する。 

(3) コンプライアンスに関する教育、研修を継続的に実施し、取締役および使用人の法令遵守等に対
する意識を高め、企業倫理の確立をはかる。 

(4) 内部通報制度を設け、法令違反等の未然防止と早期発見に努めるとともに、法令違反等が発生し
た場合は、迅速かつ適切に対処する。 

(5) 反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を遮断する。また、反社会的勢力から不当要求
を受けた場合は、総務部を対応部門とし、必要に応じて顧問弁護士や警察等の指導を仰ぎなが
ら、適切に対処する。 

(6) 財務報告制度に係る内部統制が有効かつ適正に行われる体制の整備、運用、評価を継続的に行
い、財務報告の信頼性と適正性を確保する。 

 
2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報の保存および管理に関する体制として、「取締役の職
務執行情報管理規程」を設け、これに従うものとする。 

 
3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、グループ全体のリスク管理について「リスクマネジメント基本方針」を定めるとともに、
損失の危険の管理に関する規程として 「損失危険管理規程」を設け、当該体制について、これに従う
ものとする。 

 
4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

代表取締役は、内部統制システムの構築および運用に際しては、取締役の職務執行の効率性および
迅速性の確保とのバランスの維持に努め、問題発生時には、取締役会の決議に従うものする。 

内部統制システムと取締役の職務執行の効率性 ・迅速性を確保するため、内部統制システムの各担
当者と職務執行行為を行う各取締役は、それぞれの職務において、問題が発生した場合、直ちに、当
該事態を取締役会へ報告し、その解決を取締役会に委ねるものとする。 

 
5. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
当社は、「子会社管理規程」に従い、定期的に各グループ会社から経営状況、財務状況および

その他の重要事項について報告を受ける。 
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(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、グループ全体のリスク管理について定める 「リスクマネジメント基本方針」に従い、

各グループ会社と連携して、リスク管理体制を整備する。 
(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、各グループ会社においても、内部統制システムの構築および運用に際しては、取締役
の職務執行の効率性および迅速性の確保とのバランスを維持するよう監督する。 

(4) 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制 

当社と各グループ会社は、連携してコンプライアンス・プログラムを遂行する。 
 
6. 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

体制および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
監査等委員会から要求のあった監査等委員会の職務補助者について、監査等委員会の職務の補助を

行う部門を設置し、若干名の使用人を配置する。 
監査等委員会の職務補助者の任命および解任は、当社の使用人の中から取締役会が行う。ただし、

監査等委員会の同意を必要とする。 
監査等委員会の職務補助者は、他の職務の兼任を妨げられないものとする。ただし、監査等委員会

から兼任する職務内容の変更要求があった場合には、合理的理由のない限り、職務補助者の兼任職務
の内容を変更しなければならない。 

 
7. 監査等委員会の職務の執行を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(1) 当社および各グループ会社は、監査等委員会の職務の執行を補助すべき使用人が業務を円滑に
遂行できるよう協力する。 

(2) 監査等委員会の職務の執行を補助すべき使用人は、監査等委員に同行し取締役会その他の重要
会議に出席することができる。 

 
8. 当社および子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告するための体制 

(1) 当社の取締役および使用人は、監査等委員会に対して、定期的に下記事項を報告する。 
イ．当社および各グループ会社の内部統制に関わる部門の活動概要 
ロ．各グループ会社の監査役の活動状況 
ハ．業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容 
二．内部通報制度の運用および通報の内容 
 

(2) 監査等委員会への直接の報告が必要であると思われるときは、当社の取締役および使用人なら
びに各グループ会社の取締役および使用人等は、直ちに、当社の監査等委員会に報告をする。そ
の場合の報告方法は、下記アドレスに宛てた E-mail による報告に限るものとする. 
kansa@tanseisha.co.jp 

 
9. 監査等委員会へ報告した者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制 
当社および各グループ会社は、監査等委員会へ報告したことを理由として、報告した者に対し不利

な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。 
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10. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還を請求したときは、速
やかにこれに応じる。 

 
11. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

内部統制に関わる部門は、監査等委員会あるいは会計監査人から照会があった場合、調査に時間を
要するものを除き、直ちに当該照会に対して回答しなければならない。 

直ちに照会への回答をすることができない場合、その理由を照会した監査等委員会あるいは会計
監査人に通知しなければならない。 

内部統制に関わる部門は、監査等委員会あるいは会計監査人から要求のあった場合、内部統制シス
テムの運用状況を含めた活動概要を報告しなければならない。 

 
 

以  上 
 
 
 
 


